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平成 16 年 3 月期   個別財務諸表の概要            平成 16 年 5月 11 日 
上 場 会 社 名          日本輸送機株式会社（ニチユ）       上場取引所    東・大 
コ ー ド 番 号            ７１０５                                   本社所在都道府県 京都府 
（ＵＲＬ  http://www. nichiyunet.co.jp/ ） 
代  表  者    役職名  取締役社長           

氏  名  宮 川 良 男 
問合せ先責任者    役職名 常務取締役          

氏  名  天 野 昭 雄  ＴＥＬ(075)951－7171 
決算取締役会開催日  平成 16 年 5月 11 日                  中間配当制度の有無   無 
定時株主総会開催日  平成 16 年 6月 29 日                  単元株制度採用の有無  有(１単元 1,000 株) 
 
１． 16 年 3 月期の業績(平成 15 年 4 月 1日～平成 16 年 3 月 31 日) 
(1)経営成績                                 （百万円未満切捨） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

             百万円        ％      百万円       ％     百万円      ％
16 年 3 月期
15 年 3 月期 

32,146        △9.0 
35,338          0.6 

661       523.2 
106      △93.1 

742       209.2 
240      △86.8 

    
 

当期純利益 
1 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 
売 上 高

経常利益率

     百万円   ％ 円 銭    円 銭 ％ ％ ％

16 年 3 月期
15 年 3 月期 

493    － 
△471   － 

 13.57 
△13.35

13.56 
－

7.1 
△7.2

1.9 
0.6 

2.3 
0.7

(注) ①期中平均株式数 16 年 3 月期 35,352,152 株  15 年 3 月期 35,362,155 株 
    ②会計処理の方法の変更  無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
  
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

  円  銭 円  銭  円  銭 百万円 ％ ％

16 年 3 月期
15 年 3 月期 

4.00 
0.00 

－ 
－ 

4.00 
0.00 

141 
－ 

29.5 
－ 

1.8 
－ 

(注) 16 年 3 月期期末配当金の内訳   記念配当 －円－銭  特別配当 －円－銭  
 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円  銭

16 年 3 月期
15 年 3 月期 

38,610 
40,208 

7,696 
6,291 

19.9 
15.6 

217.34 
177.95 

(注) ①期末発行済株式数   16 年 3 月期 35,347,397 株 15 年 3 月期 35,355,843 株 
     ②期末自己株式数     16 年 3 月期     252,603 株 15 年 3 月期     244,157 株 
 
２．17 年 3月期の業績予想(平成 16 年 4 月 1日～平成 17 年 3月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 
通   期 

17,700 
35,400 

  680 
1,630 

300 
750 

－ 
－ 

－ 
6.00 

－ 
6.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 21 円 22 銭 
 
上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は 
今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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比較貸借対照表 （単位：百万円未満切捨）

増　減　（△）

金　 額 構成比 金 　額 構成比 金　 額

％ ％

22,264 55.4 21,362 55.3 △ 901

116 124 8

2,238 2,151 △ 87

12,351 12,692 341

2,207 1,652 △ 555

1,037 1,284 246

6,090 5,373 △ 717

219 435 215

△ 1,998 △ 2,351 △ 353

17,944 44.6 17,247 44.7 △ 696

(  7,695)  (19.1) (  7,037)  (18.2) (△ 658)

3,286 3,064 △ 222

2,292 2,004 △ 287

1,421 1,421 －

695 547 △ 147

(       6)  (  0.0) (       5)  (  0.0) (       0)

 (10,241)  (25.5)  (10,204)  (26.5) ( △ 37)

2,700 4,037 1,336

763 808 45

824 868 44

3,334 2,624 △ 710

2,543 1,811 △ 732

81 60 △ 21

△ 6 △ 6 －

40,208 100.0 38,610 100.0 △ 1,598資　　　産　　　合　　　計

貸 倒 引 当 金

投 資 有 価 証 券

子 会 社 株 式

子 会 社 出 資 金

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

（投資その他の資産）

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

建 物 ・ 構 築 物

流 動 資 産

固 定 資 産

（ 有 形 固 定 資 産 ）

（ 無 形 固 定 資 産 ）

機 械 及 び 装 置

土 地

そ の 他

前　　期　（H15.3.31） 当　　期　（H16.3.31）

（資   　産 　  の 　  部）

科            目
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（単位：百万円未満切捨）

増　減 （△）

金　 額 構成比 金 　額 構成比 金　 額

％ ％

22,218 55.3 19,630 50.9 △ 2,588

2,541 2,231 △ 309

6,204 6,713 509

8,990 6,210 △ 2,780

1,330 1,086 △ 244

1,198 1,143 △ 55

397 1,115 717

391 482 91

482 53 △ 429

681 595 △ 86

11,698 29.1 11,283 29.2 △ 414

5,772 5,135 △ 636

5,732 5,969 237

190 175 △ 15

3 3 －

33,916 84.4 30,913 80.1 △ 3,003

1,780 4.4 1,780 4.6 －

189 0.4 189 0.5 －

189 189 －

4,371 10.9 4,865 12.6 493

440 440 －

242 333 90

330 330 －

3,357 3,761 403

1 0.0 914 2.3 912

△ 50 △ 0.1 △ 52 △ 0.1 △ 1

6,291 15.6 7,696 19.9 1,404

40,208 100.0 38,610 100.0 △ 1,598

科            目
前　　期　（H15.3.31） 当　　期　（H16.3.31）

支 払 手 形

流 動 負 債

買 掛 金

短 期 借 入 金

一年以内返済長期借入金

未 払 金 ・ 未 払 費 用

未 払 税 金

賞 与 引 当 金

設 備 支 払 手 形

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 給 与 引 当 金

別 途 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

そ の 他

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資　　　本　　　合　　　計

負　債　・　資　本　合　計

負　　　債　　　合　　　計

（負   　債 　  の 　  部）

 （資　　本　　の　　部）

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

買 換 資 産 圧 縮 積 立 金
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比較損益計算書 （単位：百万円未満切捨）

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 増減率

 35,338 100   %  32,146 100   % △ 3,192 △ 9.0

 27,822 78.7  25,226 78.5 △ 2,596 △ 9.3

7,516 21.3 6,920 21.5 △ 595 △ 7.9

 7,410 21.0  6,259 19.4 △ 1,150 △ 15.5

106 0.3 661 2.1 555 523.2

271 0.8 233 0.7 △ 38 △ 14.1

(1) 受取利息及び配当金 144 136 △ 8

(2) 雑 収 入 126 97 △ 29

138 0.4 152 0.5 14 10.5

(1) 支 払 利 息 133 98 △ 34

(2) 雑 損 失 4 53 49

240 0.7 742 2.3 502 209.2

240 0.7 116 0.4 △ 124

235 - △ 235

4 116 111

1,170 3.3 57 0.2 △ 1,113 △ 95.1

28 13 △ 14

846 1 △ 845

292 42 △ 249

3 － △ 3

△ 689 △ 1.9 801 2.5 1,491 －

441 446 5

△ 659 △ 138 520

△ 471 △ 1.3 493 1.5 965 －

3,829 3,267 △ 562

3,357 3,761 403

当期純利益(△純損失)

前 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益

科　　　　　　　　　目

固 定 資 産 処 分 損

投資有価証券評価損

前　期　(H14.4 ～H15.3) 当　期　(H15.4 ～H16.3)

法 人 税 等 調 整 額

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

固 定 資 産 売 却 益

売 上 高

法人税・住民税及び事業税

投資有価証券売却益

特 別 損 失

増　減　(△）

子会社株式評価損

子 会 社 清 算 損

税引前当期純利益(△純損失)

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

売 上 原 価

売 上 総 利 益
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比較利益処分案 （単位：百万円未満切捨）

 3,357  3,761 403

 5  16 11

 3,363  3,778 415

利 益 配 当 金 －  141 141

(1株につき４円)

役 員 賞 与 金 － 13 13

（　－　） ( 10 ) ( 10 )
（　－　） (   3 ) (   3 )

買換資産圧縮積立金 95 － △ 95

3,267 3,623 355

（ 取締役賞与金 ）
（ 監査役賞与金 ）

次 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益

買換資産圧縮積立金取崩額

計

これを次の通り処分します

　増　減（△）前期 (H14.4 ～H15.3) 当期 (H15.4 ～H16.3)科　　　　　　目
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財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 １．有価証券の評価基準及び評価方法 

   子会社株式及び関連会社株式は移動平均法による原価法。その他有価証券のうち時価のあるものは期末日の市場 

価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法によっている。売却原価の算定は移動平均法によっている。）  

時価のないものは移動平均法による原価法。 

 ２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   製品及び商品    フォークリフト及び販売部品は総平均法による原価法。 その他は個別法による原価法。    

   半  製  品    総平均法による原価法。  

   仕  掛  品    フォークリフトは総平均法による原価法。 その他は個別法による原価法。    

   原  材  料    移動平均法又は総平均法による原価法。  

   貯  蔵  品    移動平均法による原価法又は最終仕入原価法。 

 ３．固定資産の減価償却方法 

   有形固定資産    定率法によっている。但し、平成 10 年４月１日以後取得した建物（建物附属設備を除く）につ 

いては、定額法によっている。 

   無形固定資産   定額法によっている。 

 ４．主要な引当金の計上基準 

   貸倒引当金      債権の貸倒に備えるため、一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念債権は財務内容評価 

法によっている。 

   賞与引当金     従業員に対して支給する賞与に充てるため、翌期に支給される賞与支給見込額のうち、当期の負担

となる額を計上している。 

   退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、 

当期末において発生していると認められる額を計上している。数理計算上の差異については、 

１０年の定率法により発生した会計年度の翌期から費用処理を行うこととしている。 

   役員退職給与引当金  役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当期末要支給額を計上している。  

（商法施行規則第 43 条に規定する引当金） 

 ５．リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取 

引に準じた会計処理によっている。 

 ６．ヘッジ会計の方法 

   為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行なっている。また、ヘッジ会計の要件を 

満たす金利スワップについては、特例処理を採用している。 

 ７．消費税等の会計処理方法 

   消費税等の会計処理は税抜方式によっている。 

 ８．外貨建資産・負債の本邦通貨への換算基準 

   短期金銭債権債務及び長期金銭債権は決算時の為替相場により円換算し、換算差額は損益として処理している。 

但し、為替予約により決済時における円貨額が確定しているものについては、当該円貨額を付している。 

9.連結納税制度の適用 

   当期から連結納税制度を適用している。 
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注記事項

（単位：百万円未満切捨）

 13,396  14,191

300 129

－ 6

(リース取引関係）

　　ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。

（有価証券関係）

　　前期及び当期における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。

52(252,603株)50(244,157株)

保 証 債 務

受 取 手 形 割 引 高

自 己 株 式

有 形 固 定 資 産 減 価 償 却 累 計 額

前期（Ｈ15.3.31) 当期（Ｈ16.3.31)
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（税効果会計）

　１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動）

貸倒引当金 832 百万円 958 百万円

賞与引当金 128 百万円 195 百万円

未払事業税 27 百万円 72 百万円

その他 49 百万円 57 百万円

　繰延税金資産（流動）合計 1,037 百万円 1,284 百万円

　繰延税金資産（固定）

退職給付引当金 2,053 百万円 2,274 百万円

役員退職給与引当金 76 百万円 71 百万円

子会社株式評価損 221 百万円 229 百万円

その他有価証券評価損 331 百万円 0 百万円

その他 91 百万円 77 百万円

　繰延税金資産（固定）合計 2,775 百万円 2,653 百万円

　繰延税金負債（固定）

株式等評価差額金 0 百万円 625 百万円

買換資産圧縮積立金 230 百万円 216 百万円

その他 0 百万円 0 百万円

　繰延税金負債（固定）合計 231 百万円 842 百万円

　繰延税金資産（固定）の純額 2,543 百万円 1,811 百万円

　２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別

　　　の内訳

法定実効税率 △ 42.00 ％ 42.00 ％

住民税均等割 1.19 ％ 0.97 ％

交際費等永久差異項目 0.03 ％ 0.16 ％

連結付加税率適用 － 4.61 ％

期末税効果実効税率の変更 14.23 ％ 3.57 ％

過年度法人税等戻入 △ 5.13 ％ △ 1.78 ％

試験研究費税額控除 － △ 10.87 ％

その他 0.11 ％ △ 0.25 ％

△ 31.57 ％ 38.41 ％

　3．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額修正額

平成１５年３月３１日の改正地方税法の公布により、平成１６年４月１日以降に解消が見込まれ

る一時差異等に係る繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率につ

いて、前期は40.44％を適用していたが、京都府においては標準税率に代え超過税率が採用

されることとなったため、当期は40.64％を適用している。この変更による影響は軽微である。

税効果会計適用後の法人税等の負担率

前　期（Ｈ15.3.31) 当　期（Ｈ16.3.31)

前　期（Ｈ15.3.31) 当　期（Ｈ16.3.31)
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役員の異動 

１．代表者の異動（平成１６年６月２９日付） 

① 相談役     宮川 良男（現 代表取締役 取締役社長） 

② 新・取締役社長 裏辻 俊彦（現 常務取締役 資材部長） 
 （代表取締役） 
 

２．その他役員の異動（平成１６年６月２９日付） 

① 退任予定取締役 

 宮川 良男（現 代表取締役 取締役社長） 

 藤森 秀男（現 常務取締役） 

② 退任予定監査役 

 該当事項なし 

③ 新任予定取締役 

 仲上 皖造（現 技術部長） 

④ 新任予定監査役 

 該当事項なし 

 

３．昇任（平成１６年６月２９日付） 

① 常務取締役 大森 善之（現 取締役品質保証部長） 

② 常務取締役 菅   勲（現 取締役滋賀事業所長兼産業機械事業部長） 

③ 常務取締役 高木 善弘（現 取締役経営企画部長兼経理部長） 

 

                                  以 上 


